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資料１

富津市地域公共交通計画変更認定申請書（ 案） の提出について

峰上地区において実施している交通空白地有償運送について、国土交通省の

地域公共交通確保維持改善事業費補助金を活用するため、補助金交付要綱第９

条の規定に基づき、令和５年３月に策定し、令和６年３月に改訂を行った富津市

地域公共交通計画を基に作成した地域公共交通計画の変更認定申請書を提出し

たく 、ご協議いただく ものです。

【 参考】

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 抜粋

（ 地域公共交通計画）

第７条 陸上交通（ 地域間幹線系統）に係る地域公共交通確保維持事業（ 以下この条にお

いて単に「 地域公共交通確保維持事業」という。） を行う場合は、地域公共交通計画に、

当該地域公共交通計画の計画期間内における次に掲げる事項について具体的に記載す

るものとする。ただし、次条第１項の認定の申請に必要な地域公共交通計画の計画期間

が、補助対象期間に満たない場合について、その満たない計画期間が６月以下である場

合には、合理的理由があると認められるときは、当該地域公共交通計画の計画期間内と

みなす。

一 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統の地域の公共交通

における位置付け・ 役割

二 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性

三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統に係る事業及び実

施主体の概要

四 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービス（ 活性化法第１条に

規定する地域旅客運送サービスをいう。以下同じ。） の利用者の数、収支、費用に係る

国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・ 効果及びその評価手法

２ 前項の地域公共交通計画には、次に掲げる事項について具体的に記載した書類を添付

するものとする。

一 地域公共交通確保維持事業の内容及び実施主体に関する詳細

二 前項第一号の運行系統の概要及び運送予定者

三 前項第一号の運行系統の利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の支出の

額その他の定量的な目標・ 効果及びその評価手法・ 測定方法

四 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

五 別表１の補助対象事業の基準ホただし書（ 前条第２項の場合においては、別表３の補

助対象事業の基準ホただし書）に基づき、活性化法法定協議会が平日１日当たりの運行

回数が３回以上で足りると認めた運行系統にあっては、当該運行系統の概要
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六 別表１の補助対象事業の基準ニ（ 前条第２項の場合においては、別表３の補助対象事

業の基準ニ）に基づき、活性化法法定協議会が「 広域行政圏の中心市町村に準ずる生活

基盤が整備されている」 と認めた市町村への需要に対応して設定された運行系統にあ

っては、当該市町村の一覧

七 地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組（ 取組内容、実施主体、定量的

な効果目標（ 収支改善率１％以上を原則）、実施時期及びその他特記事項）

（ 地域公共交通計画の認定の申請）

第８条 活性化法法定協議会は、本節の補助金の交付を受けて補助対象系統の運行を確

保・維持しようとするときは、当該活性化法法定協議会の議論を経て策定された、前条

第１項各号に掲げる事項を記載した地域公共交通計画に、同条第２項各号に掲げる事

項を記載した書類を添付し、大臣に認定を申請するものとする。

（ 地域公共交通計画の変更）

第９条 活性化法法定協議会は、前条の規定により申請された地域公共交通計画に記載

された地域公共交通確保維持事業の内容を変更するときは、あらかじめ計画の変更に

ついて当該活性化法法定協議会の議論を経て大臣の認定を受けるものとする。ただし、

軽微な変更についてはこの限りでない。





（ 案）
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様式第１－２ （ 日本産業規格Ａ列４番）

令和６年３月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称 富津市地域公共交通会議

住 所 富津市下飯野2443番地

代表者氏名 会長 小 泉 義 行

地域公共交通計画変更認定申請書

令和５年９月２６日付け国総地第８３号で国土交通大臣より認定された地域公共交

通計画を別紙のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。

○ 変更日

令和６年３ 月 日

○ 変更箇所

提出資料のうち、 赤字で記載の部分

・ 富津市地域公共交通計画及び富津市地域公共交通計画別紙

・ 富津市地域公共交通計画記載箇所一覧表

・ 表１ 運行系統の概要及び運行予定者

・ 表５ 改善事業を行う地域の概要

○ 変更理由

峰上地区交通空白地有償運送事業の本格運行への移行に伴い、 富津市地域公共交

通計画への当事業の位置づけを行い、 地域内フィ ーダー系統確保維持費国庫補助金

の活用に向けた計画の変更認定を受けるため。

※本申請書に、変更する事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。

※「 変更理由」 は、具体的に記述すること。
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富津市地域公共交通計画

地域公共交通確保維持事業（ 地域内フィーダー系統） に関する記載箇所一覧表

１．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統の地域の公共交通における位

置づけ・ 役割

富津市地域公共交通計画 ７９ページ

２．前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性

富津市地域公共交通計画 ８０ページ

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概

要

富津市地域公共交通計画 ８８ページ

４．地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係る国

又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・ 効果及びその評価手法

富津市地域公共交通計画 ８３ページ

（ 添付資料）

・ 上記記載の地域公共交通計画の該当ページ（ 写し）

※峰上地区交通空白地有償運送を鴨川市地域公共交通計画に位置付けない合理的な理由

峰上地区交通空白地有償運送の利用方法において、利用者を富津市峰上地区の住民等のうち、事

前登録した者に限定していること、鴨川市方面に輸送を希望する場合は、富津市内の運行エリアの

中から移動する場合の送迎に対してのみ運行すること、また、鴨川市は本補助系統に係る費用負担

を行っていないこと、の以上３点が理由として挙げられる。

※ご参考

・ 要綱第１７条第１項

陸上交通（ 地域内フィーダー系統） に係る地域公共交通確保維持事業（ 以下この条において単に「 地

域公共交通確保維持事業」 という。） を行う場合は、地域公共交通計画に、当該地域公共交通計画の計

画期間内における次に掲げる事項について具体的に記載するものとする。

一 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統の地域の公共交通における位置付

け・ 役割

二 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性
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三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概要

四 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係る国

又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・ 効果及びその評価手法



別 紙
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令和６年３月 日

（ 名称） 富津市公共交通活性化協議会

※追加箇所については、赤字にて記載

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・ 必要性

富津市においては、市外へ通じる幹線交通である鉄道や地域間幹線を運行する路線バス

を軸に、市域内に広範に廃止代替バスにより構成される公共交通機関網が広がっている。

これらの公共交通については、商業施設や医療機関が集中している富津市北部や市から

北に位置する木更津市の総合病院及び君津市の大規模な商店等が当市民の日常生活機能を

担う中で、幹線交通が君津市等に向かう唯一の手段として、車を運転できない高齢者等を

中心に、生活に必要不可欠な交通として機能している。

また、この幹線交通に通じる廃止代替バスが支線の役割を果たしている。しかしながら、

人口減少と自家用車の普及により、当市の公共交通機関の利用者は減少を続け、収支悪化

による行政負担の増加をはじめ、運行に様々 な問題が発生し、一部地域では、幹線交通と

廃止代替バスの乗り継ぎが不十分であったり、幹線道路から離れている集落については、

そもそも交通手段が確保されていなかったり、住民に不便を強いている状況にある。

このため、地域公共交通確保維持事業により、既存の交通機関で移動手段の確保が困難

な地域について、竹岡地区及び峰上地区の自家用有償運送により移動手段を確保・ 維持す

ることで、住民の生活交通手段を存続させていく ことが必要である。

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・ 効果

（ １） 事業の目標

竹岡地区交通空白地有償運送の利用者数

令和６年度（ R5. 10. 1～R6. 9. 30） 900人

令和 ７年度（ R6. 10. 1～R7. 9. 30） 950人

令和 ８年度（ R7. 10. 1～R8. 9. 30） 1, 000人

※目標設定の根拠…富津市地域公共交通計画で設定した、2026年目標値である1, 000人を

段階的に達成する設定として算出。

※参考…令和４年度（ R3. 10. 1～R4. 9. 30） 利用者数 800人

峰上地区交通空白地有償運送の利用者数

令和６年度（ R6. 4. 1～R6. 9. 30） 350人

※目標設定の根拠…富津市地域公共交通計画で設定した、2026年目標値である800人を段

階的に達する設定として算出。

（ 富津市地域公共交通計画Ｐ83、88）
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（ ２） 事業の効果

交通空白地有償運送により、幹線道路から遠隔地に居住する竹岡及び峰上地区の高齢者

等の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。また、幹線・ 支線のネットワークが

連携することで、効率的な運行体系が実現できる。さらには、外出促進・ 地域活性化にも

つながる。

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

・ 地域の移動ニーズ把握による定期的な運行内容の見直しや周知広報による利用の促進

（ NPO法人わだち、NPO法人峰上交通、富津市）

・ 各公共交通機関の運行ダイヤ、運賃などを網羅的に掲載した公共交通総合マップの作成・

市内配布（ 富津市）

・ ワークショップの開催、公共交通ニュースの発行など市の公共交通の現状に対する理解

を深めるモビリティマネジメント施策（ 富津市）

（ 富津市地域公共交通計画Ｐ88、93、 95）

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・ 維持する運行系統の概要及び

運送予定者

表１を添付。

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

富津市から交通空白地有償運送登録者への補助金額については、運行収入及び国庫補助

金を運行経費から差し引いた差額分を負担することとしている。

６．２．の目標・ 効果の評価手法及び測定方法

・ 事業者から利用者数及び運行実績の報告を受け、評価を実施。

・ ＯＤ調査の実施。

・ 住民ヒアリング（ 住民懇談会等） の実施。

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要

【 地域間幹線系統のみ】

該当なし

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「 広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」 と認めた市町村の一覧

【 地域間幹線系統のみ】

該当なし

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項

【 地域間幹線系統のみ】

該当なし
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10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

【 地域内フィーダー系統のみ】

表５を添付。

11．車両の取得に係る目的・ 必要性

【 車両減価償却費等国庫補助金・ 公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

該当なし

12．車両の取得に係る定量的な目標・ 効果

【 車両減価償却費等国庫補助金・ 公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

（ １） 事業の目標

該当なし

（ ２） 事業の効果

該当なし

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【 車両減価償却費等国庫補助金・ 公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（ 車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策）

【 公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

15．貨客混載の導入に係る目的・ 必要性

【 貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・ 効果

【 貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

（ １） 事業の目標

該当なし

（ ２） 事業の効果

該当なし
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17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【 貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

18．協議会の開催状況と主な議論

令和４年６月23日 地域公共交通確保維持改善計画について会議に諮り、認定申請（ 令

和５年度） に係る協議が調った。

令和４年12月21日 地域公共交通確保維持改善計画について会議に諮り、令和４年度事

業評価に係る協議が調った。

令和５年 ６月26日 地域公共交通確保維持改善計画について会議に諮り、認定申請（ 令

和６年度） に係る協議が調った。

令和６年 ３月 日 地域公共交通確保維持改善計画について会議に諮り、変更認定申請

（ 令和６年度） に係る協議が調った。

19．利用者等の意見の反映状況

市のホームページ等にて地域公共交通計画に関する意見を募集した。また、実施主体に

より地域住民向けの事業報告会を開催し、併せて意見交換を行い、利用促進に向け地域と

ともにさらなる周知活動を図る方策等について話し合った。

【 本計画に関する担当者・ 連絡先】

（ 住 所） 千葉県富津市下飯野2443番地

（ 所 属） 富津市企画政策部企画課公共交通係

（ 氏 名） 東出 涼

（ 電 話） 0439-80-1229

（ e-mai l ） mb007@ci ty. futtsu. l g. j p

注意： 本様式はあく まで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。

各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ ただし、上記２．・ ３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。

※該当のない項目は削除せず、「 該当なし」 と記載して下さい。



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和６年度

起点 経由地 終点
運行態様の
別

基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

③

富津市南部
（天羽地域）と
鴨川市西部
（大山地区）

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

運行系統
地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

往17.0ｋｍ

復17.0ｋｍ

往　　　ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

98日 343回
路線定期運
行 ②（１）

市の基幹交通であるJR内房線
上総湊駅に乗り入れることによ
り地域間交通ネットワークと接
続する

②区域運行 ②（１）
市の基幹交通であるJR内房線
上総湊駅に乗り入れることによ
り地域間交通ネットワークと接
続する

運
送
継
続
特
例
措
置

50日 400回
復　　　ｋｍ

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

系統
キロ程

NPO法人わだち (1)
竹岡地区交通空白
地有償運送

天羽漁協
共同組合
センター

上総湊
駅

富津浅
間山BS

(5)

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

富津市

富津市
鴨川市

復　　　ｋｍ

(2)
峰上地区交通空白
地有償運送

(4)

(3)

NPO法人峰上交通

回日

日 回

日 回

往　　　ｋｍ

１
１

運行日数×1日当たりの
運行可能回数（ ８回） に
より４００回とした。



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。
（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

市区町村名 富津市

人　口

人口集中地区以外 37,219

交通不便地域等 42,465

人　口 対象地区 根拠法

42,465 市全域 半島振興法

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年
月日及び特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

富津市地域公共交通計画 令和5年3月30日 ―

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要綱
別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通不
便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合計
（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場合
には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運輸
局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

１２



富津市地域公共交通計画

（ 改訂版）

令和５年３月

（ 令和６年３月改訂・ フィーダー変更箇所のみ記載）

富津市
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（ ２） 公共交通ネットワークのあり方

①公共交通の機能分担

市内の公共交通機関及びその他交通を、その果たす機能により分類し、役割や位置付けを明確に

したうえで、各公共交通等が提供するサービスの特徴を最大限に発揮し、適切な役割分担のもと緊

密に連携しながら、利便性向上と効率的な公共交通ネットワークの構築を目指す。

■各公共交通システムの機能分担

機能分類 役割・ 位置付け

地
域
間
交
通

基
幹

JR内房線

○東京・千葉方面及び周辺地域との広域的な移動を可能とし、ま

た、市内外の公共交通による移動の大部分を占める、まちづく

りの根幹に寄与する重要な機能を担う交通

○公共交通機関の中で最も輸送力、輸送速度に優れ、定時性が高

い運行が特徴

フェリー

○南房総地域の海の玄関口である浜金谷港を起点に、人員ととも

に車両の輸送が可能であり、対岸の久里浜港との広域的な移動

を可能とする交通

高速バス

○東京駅、新宿駅、千葉駅、横浜駅及び羽田空港との広域的な移

動を可能とする交通

○鉄道と比較して、乗換回数が少なく 、着席したまま移動可能で、

目的地によっては鉄道を超える速達性を有する輸送が可能

幹
線

路線バス（ 市内外を結ぶ路線）

：富津線、イオンモール富

津線、富津市役所・君津

駅線、鹿野山線

○市街地の居住地や生活利便施設、観光地、工業団地、学校等を

連絡する近距離の交通手段で、主として日常生活行動での移動

手段としての役割を担う交通

○君津市、木更津市との移動を可能とし、基幹交通の乗降場所と

のアクセスを担う交通

地
域
内
交
通 支

線

路線バス（ 市内のみ路線）

： 湊富津線・ 笹毛線、

竹岡線、戸面原ダム線

○市街地の居住地や生活利便施設、観光地、学校等を連絡する近

距離の交通手段で、主として日常生活行動での移動手段として

の役割を担う交通

○地域間交通の乗降場所とのアクセスを担う交通

タクシー

○ドア・ ツー・ ドアの少量個別輸送を担う移動手段で、多様なニ

ーズにきめ細かく対応可能な機動性や柔軟性を有する交通

○鉄道、路線バス等を補完し、目的地までの移動や、地域間交通

までの移動手段としての役割を担うことが可能

交通空白地有償運送

： ぷちバスわだち、

峰タク

○通院や買い物等地域内の移動サービスと交通空白地域の解消

を担う交通

○地域間交通までの移動手段としての役割を担うことが可能

その他特定の利用

者等の移動を担う

輸送資源

公共交通を補完

する移動手段

介護タクシー ○要介護者や身体が不自由な人のための移動手段

福祉有償運送
○他人の介助によらず単独ではタクシー等の公共交通機関を利

用することが困難な人の外出を担う移動手段

スクールバス ○富津市立小・ 中学校への遠距離通学者のための通学手段

無料送迎バス等 ○病院、自動車教習所、観光施設、企業等の送迎用途

互助による輸送 ○住民間で無償提供される移動手段
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■輸送力と需要密度との関係による各公共交通システムの位置付け

②各交通システムの基本的な取組みの方向性と地域公共交通確保維持事業の必要性

■幹線・ 支線の方向性

交通システム 取組みの基本的な方向性

基
幹

JR内房線 沿線住民向けの市内駅利用促進、観光資源を活用した来訪者向け企画

商品等による利用促進

フェリー 観光資源を活用した来訪者向け企画乗船券等による利用促進

高速バス 富津浅間山バスストップの活用、観光資源活用による利用促進

幹
線

富津線 千葉県、君津市、木更津市との連携、国の地域公共交通確保維持事業

（ 幹線補助※１） を活用した持続可能な運行

イオンモール富津線 君津市、商業施設と連携した利用促進

富津市役所・君津駅線 君津市との連携、イオンモール富津線との接続、君津商業高校へ延伸検討

鹿野山線 君津市、観光資源との連携、他の輸送資源の活用可能性検討

支
線

湊富津線・笹毛線 日中帯の需要に応じた運行見直し、他の輸送資源との連携可能性検討

竹岡線 フェリーとの連携、他の輸送資源との連携可能性検討

戸面原ダム線 天羽高校との連携による利用促進、他の輸送資源との連携可能性検討

タクシー 市タクシー運賃助成事業を活用した利用促進

交通空白地有償運送

（ぷちバスわだち、峰タク）

市移動手段確保等支援事業、本格運行系統は国の地域公共交通確保維

持事業（ フィーダー補助※２） を活用し持続可能な運行

※１幹線補助

富津線は、富津公園から木更津駅西口間を連絡し、沿線住民の通勤通学、買物、通院等はもとよ

り観光、ビジネスなど多様な目的で利用され、経由地である青堀駅では他モードと連絡し、公共交

通ネットワークを構築する上で特に重要な役割を担っている。一方で、自治体や事業者の運営努力

だけでは路線の維持が難しく 、地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する必要がある。

※２フィーダー補助

ぷちバスわだち（ 竹岡地区交通空白地有償運送）及び峰タク（ 峰上地区交通空白地有償運送）は、

それぞれの地区から通院や買物などの地域拠点がある湊地区周辺と連絡する地域内交通であり、地

域の移動手段としての役割を担い、また、上総湊駅で JR内房線との接続により広域への移動も可

能となる。一方で、自治体や事業者の運営努力だけでは路線の維持が難しく 、地域公共交通確保維

持事業により運行を確保・ 維持する必要がある。

鉄道、高速バス

フェリー

路線バス

（ 市内外を結ぶ路線）

タクシー

交通空白地有償運送
（ ぷちバスわだち、峰タク）

輸

送

力

需要密度

基幹交通

支線

路線バス

（ 市内のみ路線）

幹線

その他： スクールバス等

地域の輸送資源等

公共交通

システム
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鉄
道

フ

ェ

リ

ー

高

速

バ

ス

路

線

バ

ス

タ

ク

シ

ー

評価指標 現状値
目標値
(2026)

備考 評価指標
現状値
（ 2021）

目標値
（ 2026）

○ ○
年間バス利用者数
（ 富津線以外）

6万2千人 6万2千人 ※１

○ ○ ○ 年間バス利用者数（ 富津線） 14万7千人 15万人 ※２

○ ○ ○ 年間市内駅乗車人員 110万人 110万人 ※３

○ ○
タクシー運賃助成事業
登録者数

2, 065人 2, 500人 ※４

ぷちバスわだち利用者数 800人 1, 000人

峰タク利用者数 674人 800人

駅舎の機能向上 ○ ○ ○ ○ 駅舎の快適さ満足度 34. 3% 40% ※６

バス車両のバリアフリー化率 33% 50%

ＵＤタクシー導入台数 3台 5台

○ キャッシュレス決済導入率 42% 50%

割引サービス・ イベン
ト の開催

○ ○
商業施設等との連携による利用促進

活動の導入件数
2件 3件以上

二次交通の改善 ○ ○ 乗継のしやすさの市民の満足度 22. 2% 25%

周知広報 ○ ○ 高速バス利用者数 3万人 4万人 ※７

二次交通の利用促進 ○ ○ 二次交通の導入件数 1件 1件

○ ○ ○ ○

○ ○

⑤公共交通に係るわかり
やすい情報提供

【 12】 運行情報提供の
充実

公共交通総合マップの
作成・ 配布

○ ○ ○ ○ ○ ○ 公共交通総合マップの配布数 延25, 500部 延10, 000部 ※８

自主運転免許返納者に
対する負担軽減

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 188件

割引サービス・ 企画切
符等の導入

○ ○ ○

おでかけモデルプラン
の作成

○ ○

路線バスの乗り方教室
の開催

○ ○ ○
路線バスの乗り方教室参加者
数

延151人 延150人 ※９

ワークショ ップの開催 ○ ○ ワークショ ップ参加者数 延193人 延100人 ※10

公共交通ニュースの発
行

○ ○ ○ ○ ○ ○ 公共交通ニュース発行数 延46, 645部 延40, 000部 ※11

⑨市民等の輸送を担
う人材の確保

【 16】 運転手確保策の
実施

バス・ タクシー運転手
の確保策の実施

○ ○ ○ 運転者等確保策の実施回数 延4回 延４回 ※12

3件以上
商業施設等との連携による利
用促進活動の導入件数(再掲)

2件

200件運転免許証の自主返納件数

⑧公共交通の維持確
保に関する意識の醸
成

【 15】 市の公共交通の
現状に対する理解を深
める取組の実施

４ 多様な主体との
連携による観光振興
や商業活性化と一体
となった持続可能な
公共交通を目指す

⑦商業施設等との連
携による公共交通利
用促進

【 14】 商業施設・ 観光
施設等との連携サービ
スの導入

２ 市内各地域の特性

や実情に即した住民や

来訪者の「 おでかけ」

を支援できるシステム

構築を目指す

④地域にあった移動
手段の導入

【 10】 地域と連携した地域特性等に即した移動
手段の導入

【 11】 スクールバス等既存スト ックの活用（ 輸
送資源の活用）

３ 利用者目線に
立ったわかりやすい
公共交通サービスを
目指す

⑥高齢者移動支援策
の充実

【 13】 公共交通への移動手

段の転換に関する負担軽減

現況値

【 ４ 】 タクシーの利用促進

【 ６ 】 利用しやすい駅
舎・ 車両（ バス・ タク
シー） 整備 利用しやすいバス・ タ

クシー車両の導入

市内公共交通機
関の利用者数

○

【 ３ 】 JR内房線の利用促進

134万人

○

※５

公共交通網の整
備に満足してい
る人の割合

11. 8%
※13

15%

【 ２ 】 地域間幹線系統(路線バス富津線)の維持

【 １ 】 市民の移動ニーズに対応した路線バスの
再編

実施時期

2026 2027

評価指標（ 全体）
事業実施の効果を示す成果指標富

津
市

千
葉
県

交通事業者 地
域

そ

の

他

関

係

者

2023 2024 2025

評価指標（ 個別事業）

③広域アクセスに関
する利便性の向上

【 ８ 】 東京湾フェリー
の利用促進

基本的な方針 目標 事業メニュー

実施主体

１ 若年層から高齢
者の外出目的・ 時間
帯に応じた地域公共
交通網の再編と鉄道
～その他公共交通機
関の乗継利便性向上
を目指す

【 ９ 】 高速バスの利用
促進

②利用環境整備によ
る利便性の向上

①公共交通を必要と
する人のニーズに
あった交通網の形成

○

3件

公共交通に係る
市財政負担額

163, 000
千円／年

現況値

【 ７ 】 キャッシュレス化の推進

地域と連携した地域特性等に
即した移動手段の確保数

4件

○【 ５ 】 交通空白地有償運送の利用促進

検討・ 調整

検討

検討・ 調整

順次導入

検討

検討

準備

実施

実施

検討

順次実施

検討 順次実施

ダイヤ検討・ 調整

作成 継続実施

実施

地域における

検討結果により実施

検討・ 調整 実施

検討 実施

検討 順次導入

企画内容検討・ 調整、実施

実施

実施

実施検討

周知・ ＰＲ

利用促進策の検討・ 順次実施

※１～４、 ７ 現状値は、コロナ禍による減少
の影響もあるため、令和元年度から令和３

年度までの３か年平均とした。

※１ 金谷線廃止（ 令和6年4月1日） に伴い、当
該路線に係る実績値（ 約2万4千人） を除い
た数値に見直した。

※５ ぷちバスわだち： 毎年50人ずつのペース

で増加

峰タク： 令和６年４月本格運行開始 現
状値は令和４年12月から令和５年11月まで

の１年間の実績

※６ 市民アンケート調査による鉄道の運行
サービス満足度のうち、駅舎の快適さ「 満
足」 ＋「 やや満足」 の割合の平均値を年に
約１％のペースで向上

※６ 商業施設や観光施設等と連携した公共交

通利用者に対するサービスを、 ２件以上実
施

※８ 各年度2000部作成及び配付

※９ 乗り方教室を年１回参加者30人程度、延
べ５回実施

※10 ワークショ ップを１地区10人程度で５地
区開催（ 50人） し、以降の年度は希望する

地区を年１地区でワークショップ（ 延べ40
人） を実施

※11 各年度、自治会回覧（ 約2, 000部） を４回
以上実施

※12 運転手確保に関する説明会等の実施につ
いて、年１回程度、延べ４回実施

※13 富津市まち・ ひと・ しごと創生総合戦略
策定時の市民意識調査

制度検討 実施

7 計画の目標及び実施事業

（ １） 目標及び実施事業

「 公共交通に関する基本的な方針」 において掲げた方針ごとの目標及び達成状況を明確化するための目安となる評価指標と目標値を定め、公共交通の課題を踏まえた基本的な方針及び目標の実現に向けて、次の事業を実施する。
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①事業概要

竹岡地区において平成31 年４月から導入されている「 ぷちバスわだち（ 竹岡地区交通空白地有

償運送）」及び峰上地区において令和６年４月１日から本格運行を開始した「 峰タク（ 峰上地区交通

空白地有償運送）」については、交通空白地域の解消を担う地域内交通であることから、地域公共交

通確保維持改善事業費補助金（ 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金） を活用することで安

定的な確保維持を目指し、地域の移動ニーズ把握による定期的な運行内容の見直しや周知広報によ

る利用促進を検討する。

②実施主体とスケジュール （ 年度）

事業 実施主体 実施項目 2023 2024 2025 2026 2027

運行を通じた運

行内容の見直し

NPO法人わだち 運行内容見直し（ 随時）

NPO法人峰上交通
実証運行・ 課題整理

運行内容見直し（ 随時）

富津市 協議調整

【事業５】交通空白地有償運送の利用促進

【参考】 ぷちバスわだち（ 竹岡地区交通空白地有償運送）

平成31年４月本格運行開始

運行地域 竹岡地区と湊地区周辺

対象者 登録を受けた竹岡地区、湊地区の住民

運賃 乗車区間等に応じ、300円または500円

運行形態 定時定路線型運行

【 参考】 峰タク（ 峰上地区交通空白地有償運送）

令和６年４月本格運行開始

（ 実証運行期間 令和４年12月～令和６年３月）

運行地域 峰上地区と湊地区周辺

（ 鴨川市大山地区の一部を含む）

対象者 登録を受けた峰上地区住民とその親族等

運賃 乗車区間等に応じ、300円から700円

運行形態 区域型運行
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